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①

※中核・中堅企業の例︓①地域未来牽引企業等に認定されている企業 、②従業員2,000名以下の中堅企業や、中堅企業
への成⻑を⽬指す中⼩企（従業員100名以上等、⽐較的規模が⼤きい事業者)等

• 政府は、半導体など重要産業の国内⽴地を促進するとともに、地域の持続的な成⻑に向けて、地域経済を牽引する中堅企業への⽀
援強化を進めており、今後の地域経済や地域産業の発展において新たな契機が到来。

• ⼀⽅、地域では拡⼤する企業⽴地に対し、受け⽫不⾜(産業⽤地・インフラ)、経済効果の波及不⾜(取引・消費)等の課題が発⽣。
• ⽇商として「地域の特性を⽣かして、⾼い付加価値を創出し、地域経済に好循環を促す」観点から、「地域にとって重要な産業の維
持・発展に資する⽀援策の拡充・強化」を要望するにあたっての基礎資料とするため、各地商⼯会議所、地域中堅・中核企業を対
象とした調査を実施。当所としても域内企業の動向を把握するため、対象数を拡⼤し独⾃調査を実施した。

⽬
的

• 9⽉26⽇（⽊）〜10⽉10⽇（⽊）

• 対象企業に依頼書と調査票を郵送。
• 依頼状に記載のウェブフォームまたは、メール添付で回答いただいた。

• 30者（対象先89者、回答率33.7％）

⽅
法

調
査主
項な
⽬

• 仙台市および近隣市町村に所在する地域未来牽引企業・中核企業

• ■過去５年程度の拠点新設等の設備投資実績、背景・内容
• ■今後５年程度の拠点新設等の設備投資予定、背景・内容
• ■地域の若者・⼥性の確保・定着に向けた良質な雇⽤の創出

対
象

期
間

回
答
数

調査概要



②回答企業の属性

資本⾦額

回答企業業種 直近決算期(前期)の売上⾼

近年の収益状況

従業者数

n=30

①コロナ前(2019年) ②コロナ禍(2020-2022年) ③直近決算期(2023年)

製造業
6.7%

卸売業
20.0%

⼩売業
26.7%

運輸業
6.7%

宿泊・飲⾷業
3.3%

医療・福祉業
3.3%

その他サービス
30.0%

１千万円超〜 ５
千万円以下
23.3%

５千万円超〜
１億円以下
33.3%

１億円超
43.3%

１〜100⼈
6.7%

101⼈〜300⼈
63.3%

301⼈以上
30.0%

10億円超30億円以下
23.3%

30億円超50億円以下
13.3%

50億円超
63.3%

86.7%

3.3%
10.0%

80.0%

6.7%
13.3%

90.0%

3.3% 6.7%

⿊字 収⽀トントン ⾚字



44.4%

21.1%

33.3%

15.8%

22.2%

63.2%

100.0%

③

計画している 検討中 計画していない

301⼈以上

101⼈〜300⼈

１〜100⼈

実施した 実施していない

計画している
19.5%

計画している
26.7%

検討中
20.0%

計画していない
53.3%

拠点（⼯場、研究開発、物流、営業、本社・⽀社等）の新設・拡張・移転等の投資実績、計画

実施していない
43.3%

過去５年程度の拠点新設・拡張・移転

今後５年程度の拠点新設・拡張・移転計画
（従業員規模別）

<参考>⽇商調査結果

n=30

n=30

実施した
(実施中含む)
56.7%

計画している・
検討中
46.7%

n=9

n=19

n=2

過去５年程度の
拠点新設・拡張・移転

実施した
56.5%

実施してい
ない
43.5%

今後５年程度の
拠点新設・拡張・移転計画

●過去５年程度の投資実績をみると、約６割の企業が拠点の投資を実施。従業員規模別では、301⼈以上の企業の約７割が実施している。
●今後５年程度の投資実績をみると、約５割の企業が拠点投資を計画・検討している。従業員規模別では、301⼈以上の企業の約８割が
計画・検討中。地域中核・中堅企業は、⾼い投資意欲を持っていると推察される。

（従業員規模別） n=156

検討中
24.7%

計画していない
55.8%

66.7%

52.6%

50.0%

33.3%

47.4%

50.0%

301⼈以上

101⼈〜300⼈

１〜100⼈

n=9

n=19

n=2



新設 増設 移転 国内回帰 その他

④過去５年程度における投資動向
• 過去５年程度に投資を⾏った拠点は、店舗・営業施設が最も多く、次いで本社・⽀社（機能）。店舗・営業施設は新設が多い⼀⽅、
本社・⽀社（機能）は移転が半数を超える。倉庫・物流施設は全て新設となった。

• 投資理由は、需要増の対応、⽼朽化対応が多いものの、⼈⼿不⾜を背景としたデジタル化・省⼒化や、⼈材定着に向けた投資、既存事業の⾒
直し・再編のための投資も⾏われている傾向。

• 全国での調査結果とほぼ同じ傾向ではあるが、新たな産業分野への挑戦を契機とした投資は弱い動きとなっている。

投資を行った拠点 投資理由、背景

①
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⽣
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発
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⽀
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（者）n=17

0

0

2

3

3

3

8

8需要増への対応
既存拠点の⽼朽化への対応
デジタル化・省⼒化の推進

⼈材確保・定着（働き⽅改⾰の推進等）
既存事業の⾒直し・再編

新たな産業分野等への進出・事業拡⼤
脱炭素化に向けた対応（省エネ化、再エネ利⽤）

⾃然災害等に対するリスクの分散

<参考>日商調査結果

45
30
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24
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9
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需要増への対応
既存拠点の⽼朽化への対応

⼈材確保・定着（働き⽅改⾰の推進等）
新たな産業分野等への進出・事業拡⼤

デジタル化・省⼒化の推進
⾃然災害等に対するリスクの分散

脱炭素化に向けた対応（省エネ化、再エネ利⽤）
既存事業の⾒直し・再編

その他 （者）n=87
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■菓⼦製造・⼩売業（宮城県仙台市）
・需要増に対応するため、菓⼦製造のための⼯場と集客施設を併設
した拠点を新設。

・新⼯場の投資額は製造ラインを含めて９億円。また、既存⼯場に
１億円の新ラインの導⼊を予定しており、合計の投資額は10億円。

・⼯場⾒学や飲⾷を⽬的に来場者が増加。⼈流が⽣まれたことで、
近隣地域における飲⾷店等の開業が相次ぐなど、地域の賑わい創出
にも貢献している。
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⽤地のスペック（⾯積、周辺環境への配慮等）

交通アクセス（幹線道路、空港、港湾、駅の近接性）

本社・その他⾃社拠点との近接性

市場（⼈⼝集積等）、原材料産地との近接性

取引先との近接性

災害リスクの少なさ

事業インフラ（⼯業⽤⽔、電⼒、ガス、通信）

契約内容（⾦額、着⼯・⼊居可能時期等）

雇⽤環境（⼈材確保の容易さ）

従業員の⽣活環境（居住・商業機能等）

産業ビジョン、地域経済牽引事業計画等による⽀援策

⾃治体による助成

①⼯場・⽣産拠点

②研究・開発拠点

③倉庫・物流施設

④店舗・営業施設

⑤本社・⽀社（機能）

本社と同⼀市町村 本社と同⼀都道府県 本社所在地以外の都道府県

⑤過去５年程度における投資動向
• 拠点⽴地地域は、「⼯場・⽣産拠点」を除き、本社と同⼀地域と、本社所在地以外の都道府県に⽴地する企業が半々となっている。
• ⽴地先の選定理由をみると、⽤地スペックや、交通アクセス、本社近接性といった地理的条件を重視する企業が多い。
• 経済・社会環境や、サポートを選定理由とした企業は限定的となっている。

拠点立地地域 立地先の選定理由

サ
ポ
ー
ト

（地域における企業の投資例）
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⽀援策は活⽤していない

機械設備に対する減税措置

融資制度

⽤地に対する減税措置

建物に対する減税措置

建物に対する補助⾦

空き⼯場など居抜き物件の紹介

⑥新規投資に関し、活⽤した（したい）⽀援策
• 新規投資に際しては、⽀援策を活⽤していない企業が多く⾒られた。⼀⽅で、これから投資を⾏うにあたっては、機械設備に対する
減免措置や補助⾦等のニーズは⾼い。

• 積極的な情報提供を求める声も多く、⾏政や⽀援機関からのアプローチ含め、サポート体制の充実化により活⽤を促すことが必要。

（初期投資に関する支援）

新規投資に関し、活用した支援策

（者）n=17

（初期投資に関する支援）

今後５年程度の新規投資に関し、活用したい支援策
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2

機械設備に対する減税措置

機械設備に対する補助⾦

⽀援策の活⽤予定はない

建物に対する減税措置

融資制度

建物に対する補助⾦

（者）n=14



株式会社 藤崎
中堅企業としての業界の課題・ニーズ

株式会社藤崎 代表取締役会⻑兼社⻑
藤﨑 三郎助



百貨店業界の売上⾼と店舗数の推移

2008年〜2023年の動き 地⽅での閉店が加速

①



東北の百貨店の状況

東北の百貨店業界の動き 2008年〜2023年の売上⾼・店舗数

■平成１１年（１９９９年）
東北の百貨店は１６社３０店

■売上規模は３，６２５億円

■令和５年（２０２３年）
店舗数は７社７店
売上⾼は１，２４７億円

（１９９９年⽐▲２，３７８億円）

②



メガ百貨店と地⽅百貨店の規模感 ⼆極集中のインバウンド

地⽅百貨店の課題①
③



地⽅百貨店の課題②

売上構造の変化 ハイエンドブランドの地⽅撤退が加速

④



地域未来牽引企業として

〇⼀番町地区の街並み形成
・本館を中⼼に⼤町館・⼀番町間・FT館

ロレックス・ロエべを出店
特にグランドフロアに⾼質なショップを
揃え上質な街並み形成を実現

・近隣商業ビルへテナント紹介（モンクレール）

〇本館再開発
・百貨店の枠を超え、街づくり、観光、

産業、コミュニティ等、横断的な活動の
拠点になる複合施設をイメージ

・居住者・来街者・就業者・商業者等をエリアに呼び込み
シナジーによる賑わい創出を検討

・⾏政、東北⼤学（２０２４年６⽉包括連携協定）等との連携

■投資計画
顧客戦略
〇デジタルによる顧客接点の拡⼤
・外商顧客専⽤サイトの新設
・顧客CRM戦略遂⾏のためのDX
・SNS活⽤による発信（⼈的投資）
〇対象商圏の拡⼤
・東北の富裕層へのアプローチ（⼈的投資）

⼈材戦略
・求める⼈材像の変化に対応した採⽤サイトの更新を含め

採⽤活動の⾒直し
・若⼿の活躍・定着、シニア層の活躍促進に向けた⼈事制度

の⾒直し
・タレントマネジメントシステムの導⼊

個社の視点 ⾯的な視点

⑤



■⼥性活躍推進
・Happy Woman Programの開催

次期リーダー候補２４名の⼥性社員
を対象にキャリアアップにつながる
プログラム開催 ２H×６回

・えるぼし、くるみんの資格認定

■⼈材育成
・ITパスポート取得推進

■ベースアップ、初任給引き上げ実施

■地域百貨店とのコラボレーション
・福屋（広島）、丸広（川越）
■地ビールの共同開発
・クロスＢプラス内のビール醸造所

「BATSUJI BREWING」との共同開発
・⽯巻ホップワークス様と新⼊社員によるビールブロジェクト
■『都の杜・仙台』との取り組み
・令和元年５⽉に仙台市が地域産品のブランディングや販路開
拓を⽬的に

⽴ち上げ。
■地域の名産品の情報取集とブランディング

及び発信の基点として地域１７店舗の活⽤

地域未来牽引企業として

良質な雇⽤の創出 地域産業への波及

⑥



地域未来牽引企業として

地⽅百貨店との取り組み 産学官⺠・地域企業との協業・ブランディン
グ

⑦


